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マスタープラン策定に向けたシナリオ検討の進め方について
（需要関係）

2021年 9月16日
広域連系系統のマスタープラン及び

系統利用ルールの在り方等に関する検討委員会事務局



2（参考）本委員会のスケジュール

2021年度 2022年度

7 8 9 10 11 12 1 2 3

本委員会
開催予定

時期 主な内容

第11回
➢ 広域系統整備の具体化への対応について
➢ アデカシー便益に係る検討の進め方について

第12回 ➢ マスタープラン策定に向けたシナリオ検討の進め方について（需要関係）

第13回
➢ 広域系統整備の具体化に関する検討状況
➢ 高経年設備の更新の在り方について（ガイドライン試行版評価、ガイドライン（案））
➢ マスタープラン策定に向けたシナリオおよび評価方法の検討状況

第14回 ➢ マスタープラン策定に向けたシナリオおよび評価方法の検討状況

第15回
➢ 広域系統整備の具体化に関する検討状況
➢ マスタープラン策定に向けたシナリオおよび評価方法の検討状況

第16回
➢ マスタープランとりまとめに向けて
➢ 広域系統整備の具体化に関する検討状況

2022
年度中

➢ マスタープラン策定

第11回

最終シナリオ

◆
第12回

◆
第13回

◆
第14回

◆
第15回

◆
第16回

◆
第17回以降

◆最終案



3本日の内容

◼ 現在、資源エネルギー庁が示しているエネルギー基本計画（案）では、2050年カーボンニュー
トラルを目指す上で、脱炭素化された電力の安定供給が必要不可欠であり、その実現のための
『参考ケース』として、再エネ５～６割などの供給側の対策、エネルギー転換を踏まえた電力需
要の拡大や変動電源の導入に合わせた需要側の対策等について分析が行われている。

◼ 中間整理において、電源構成のみを変更して「再エネ５～６割シナリオ」の試算を実施したが、
需要側対策が反映できていないことから、現時点のエネルギー基本計画（案）で示されている
需要側対策などを前提に需要モデルを検討し、新たな需要モデルがネットワークの増強や費
用便益評価にどのよう影響を与えるか、シミュレーションを実施することで確認したい。

◼ 今回委員会においては、最終的なマスタープラン策定に向けたシナリオ検討を進めるための、
シナリオ設定の前提条件として、将来の需要変動をどのようにモデル化し、シミュレーションに
織り込んでいくか、検討の方向性についてご議論いただきたい。

マスタープラン策定に向けたシナリオ検討の進め方について（需要関係）

１．これまでの経緯

２．シナリオ検討の進め方について

３．需要のモデル化の考え方について【論点】 ※需要の価格弾力性については次回以降扱う。

４．まとめと今後の進め方
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◼ 現在、資源エネルギー庁が示しているエネルギー基本計画（案）では、2050年カーボンニュートラルを
目指す上で、脱炭素化された電力の安定供給が必要不可欠であり、その実現のための『参考ケース』と
して、再エネ５～６割などの供給側の対策、エネルギー転換を踏まえた電力需要の拡大や変動電源
の導入に合わせた需要側の対策などについて分析が行われている。

１．これまでの経緯
（１）エネルギー政策の議論状況

第43回 基本政策分科会
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第44回 基本政策分科会

（参考）国の審議会におけるシナリオ分析の目的
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第44回 基本政策分科会

（参考）国の審議会におけるシナリオ分析の進め方



7（参考）国の審議会におけるシナリオ分析結果
第43回 基本政策分科会
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◼ 国の審議会においては、再エネ余剰電力を有効活用するために、需要の最適化の検討が行われている。

◼ マスタープランの最終シナリオにおいても、エネルギー政策と整合した需要をもとに、ネットワークのあるべき姿
を示すため、再エネ余剰電力を有効活用する需要側対策の織り込みを検討する必要がある。

１．これまでの経緯
（１）エネルギー政策の議論状況

第45回 基本政策分科会
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マスタープラン検討に係る中間整理

◼ 中間整理において、電源構成のみを変更して再エネ導入が５～６割となった状況では、全国的な再エネ
出力制御が発生することから、再エネの余剰電力を有効活用できる需要側の対策が必要と考えられ、水
素転換や蓄電池を考慮したシナリオなどの検討が必要という示唆が得られた。

１．これまでの経緯
（２）マスタープラン中間整理の振り返り



10

◼ 「再エネ５～６割シナリオ」の分析結果では、全国的な出力制御が発生することから、増強後でも再エネ
出力制御率が約39％と、他のシナリオと比較して高い値となっている。

シナリオ

分析項目

官民協議会ベース（電源ポテンシャル考慮） ケーススタディ

電源偏在シナリオ
(30GW)

電源偏在シナリオ
(45GW)

電源立地変化
シナリオ (45GW)

再エネ5～6割
シナリオ

系統増強の投資額※1

（ﾈｯﾄﾜｰｸ増強コスト※2）
約2.2～2.7兆円

（約0.2～0.26兆円/年）

約3.8～4.8兆円
（約0.36～0.45兆円/年）

約1.5～1.7兆円
（約0.13～0.16兆円/年）

約2.0～2.6兆円
（約0.19～0.24兆円/年）

(参考) 燃料費※3

CO2対策コスト
約3.21兆円/年
約1.67兆円/年

約2.81兆円/年
約1.57兆円/年

約2.82兆円/年
約1.57兆円/年

約2.17兆円/年
約1.16兆円/年

費用便益比（Ｂ/Ｃ） 1.07 ～ 1.35 1.13 ～ 1.44 1.29 ～ 1.53 0.95 ～ 1.21

純便益（B－C) 約200~800億円/年 約600~1,500億円/年 約500~800億円/年 約▲100~400億円/年

再エネ出力制御率
（増強後、太陽光・風力）

約2％ 約4％ 約4％ 約39％
(需要側の対策が必要）

再エネ比率 37% 42% 42% 53%

CO2削減量
（うち系統増強によるもの）

約3,500万t
（約500万t）

約5,400万t
（約1,200万t）

約5,300万t
（約400万t）

約1億2,600万t
（約1,300万t）

※1 偏在する電源等を大消費地に送電するための連系線等の背骨系統の増強コストのみを記載しており、再エネ増加に伴う、調整力確保、慣性力・同期化力低下等の対策コストは含んでいない。
また、HVDC送電コストは、2050年頃におけるスケールメリットや技術革新のコスト低減を先取りした単価を採用、海底ケーブル工事は漁業補償費を含まず、水深等を考慮したルート変更による
コスト増の可能性あり。

※2 系統増強を行うことで毎年発生する費用（減価償却費、運転維持費など）
※3 燃料費は、シミュレーションで計算された発電量のみを計上

マスタープラン検討に係る中間整理

（参考）マスタープラン中間整理における複数シナリオ分析結果
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＜需要側対策検討の必要性に関するご意見＞

• シミュレーションは、ワークスタイルの変化や将来的な産業構造の変化による電力需要への影響など、需要側の動向に
ついても適切に見極めて反映していく必要がある。

• 需要の動向によっては費用便益が得られないことが示唆された。過剰な投資が行われないよう需要も含めた長期的な
動向を見据え増強判断を行っていくことが重要。

• 需要をどうシフトすればネットワークの増強を最小限にしながら最大の効果が得られるのかということが非常に重要に
なってくる。

• 需要対策の重要性に気付くことができる結果を示していただいた。全体のシステムコストを下げるうえでも需要側の対
策が重要であると思うので、政策の議論へのインプットの観点からも優先順位を置いた検討をお願いしたい。

＜価格弾力性に関するご意見＞

• 需要の価格弾力性の織り込みは、欧州でも議論になっており、今後の取り扱いについては検討課題として位置付けて
おいてもらいたい。

• 需要側対策の重要性については全体コスト低減の観点からも指摘されている。需要の価格弾力性を踏まえた費用便
益分析の手法自体をこれからの検討事項の1つとすることが重要。

• 再エネが大量に導入された時の電気料金の上昇はかなり大きなものになるので、何らかの弾力性が出てくると思うので
需要の価格弾力性は、是非検討してもらいたい。

１．これまでの経緯
（３）需要側対策に関するご意見(1/2)

◼ 全体のシステムコスト低減のため需要側対策の動向を適切に見極めながら増強判断を行うこと
の重要性に関するご意見や、需要の価格弾力性を考慮する必要があるとのご意見を頂いた。
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＜具体的な需要側対策に関するご意見＞

• 需要の増減に加え、デマンドレスポンスによる柔軟性の影響を考慮すべき。2050年に向けて、ヒートポンプや電気自
動車が相当普及していることを考慮すると、需要設備がどのように電力システムに資する資産としてリソースとして活躍
できるかが大きなポイント。

• データセンターの誘致など需要をどうシフトさせていくかも含めて、最終的なシナリオを検討することが必要になる。

• 水素や蓄電池といった需要側の対策が重要になると改めて明らかになった。今後具体的に国の方で検討していく中で
は、こういった検討は非常に重要なところである。

• 蓄電池やEV、水素活用といった需要側の対策をどれだけ入れることで、再エネ５～６割のときに抑制率が改善できる
のかシミュレーションによる検討をお願いしたい。

• 再エネ比率が50%を超えると、DRなどの需要側の対策や供給側を含む蓄電池や水素利用等の重要性が増すもの
と理解。需要側の対策によって需要曲線を大きく変えることで、系統側の設備増強が活きてくると認識した。

• 再エネが５～６割のシナリオでは出力制御が多いことが論点になる。需給面のフレキシビリティを需要側でいかに引き
出していくかという観点が重要となってくるため、水素、蓄電池にとどまらず、需要家側で高度な制御も含めていかにやっ
ていくかという整理が大事。

• 基本政策分科会等の資料においても、電力需要が1.5倍になるという話もある。電化に関してはEVだけが今後の検
討課題に挙げられているが、再エネですべて賄っていく場合には、運輸(EV)だけでなく熱の電化として給湯や暖房も
化石燃料から電化していかなければならないというシナリオもある。

１．これまでの経緯
（３）需要側対策に関するご意見(2/2)

◼ EV、水素転換、蓄電池といった再エネ余剰電力を有効活用するための需要側対策や、ヒート
ポンプ、データセンター、熱電化などの将来的な需要増加を考慮すべきというご意見を頂いた。



13２．シナリオ検討の進め方について
（１）需要モデル検討の必要性

◼ 中間整理の「再エネ５～６割ケース」では、再エネの需給抑制が多く発生しており、系統増強による便益
が得られにくい状況であった。

◼ エネルギー基本計画（案）で示される需要の最適化などの需要側の変化を踏まえると、再エネの需給抑
制の緩和や系統の潮流状況の変化といった影響が考えられる。

◼ マスタープランでは、需要モデルを検討のうえ、需要カーブの変化による系統への影響を確認していくことで、
「再エネ５～６割ケース」の検討を深めていきたい。



14２．シナリオ検討の進め方について
（２）検討課題と対応の方向性について

項 目 検討課題 対応の方向性

長
期
展
望

需要側対策の反映 ✓ 2050年カーボンニュートラル実現に向けた需要
側対策のシミュレーションへの織り込み

✓将来の再エネ余剰活用や価格弾力性を考慮し
た需要カーブの想定

✓国の審議会において参照しているエネルギー需給モ
デルを参考に、需要増加に影響する特徴的な需要
変化（EV、水素転換など）や価格弾力性をモデル
化

電源構成を踏まえた分析 ✓ 2050年カーボンニュートラル実現に向けた電源
構成のシミュレーションへの織り込み

✓新たなエネルギーミックスとの整合

✓ まずは、国の審議会で設定されている『参考値の
ケース』の電源構成をベースとし、ネットワーク側への
影響を評価・確認

地内基幹系統の評価方法 ✓地内基幹系統の混雑状況を踏まえた地内増
強必要箇所の抽出

✓再エネのエリア配賦、原子力や非効率石炭など国の
エネルギー政策と整合を図った地内潮流を想定

費
用
便
益

アデカシー便益 ✓ アデカシー便益の試算方法の検討 ✓調達コストベースと停電コストベースの双方の試算結
果を確認し、便益項目としての取扱いを検討

上記以外の便益項目
（送電ロス、安定性等）

✓ その他便益項目の評価への反映方法の検討 ✓国の審議会等の議論状況を踏まえて並行して検討
を行い、整理ができたものから順次反映

調
整
力

調整力必要量の反映 ✓洋上風力の平滑化効果を踏まえた調整力必要
量や確保策のシミュレーションへの織り込み

✓調整力等委の議論状況を踏まえ、中長期的な調
整力確保策をシミュレーションの入力条件に反映

レ
ジ
リ
エ
ン
ス

同期化力・慣性力の検討 ✓再エネ大量導入に伴い必要となる対策コストの
費用便益評価への織り込み要否を検討

✓調整力等委の議論状況を踏まえ、中長期的な対
策コストの費用便益評価への反映を検討

FC増強 ✓ アデカシーやセキュリティの観点から必要性を検
討

✓各地域の増強方策検討後に必要性を検討し、必
要性がある場合は増強規模を検討

◼ マスタープラン策定に向けては、以下の検討課題を整理する必要があり、国の審議会や各委員会におけ
る議論状況を踏まえて検討中。

◼ 現時点においてエネルギー基本計画(案)で示されている需要側対策などを前提に需要モデルの検討を進
める必要があるため、今回はその前提条件となる需要のモデル化の考え方についてご議論頂きたい。



15３．需要のモデル化の考え方について 【論点】
（１）シミュレーションの目的と課題について

◼ 中間整理においては、電源構成のみを変更して「再エネ５～６割シナリオ」の試算を実施したが、再エネ
の需給抑制により便益が得られにくい結果であった。

◼ 今後、エネルギー基本計画（案）等でも示されている需要サイドの取組を踏まえていくと、需要カーブの
形状、負荷率が変化し、系統増強の便益に影響が出るものと考えられる。

◼ マスタープランの最終シナリオの検討に向けて、需要側対策を反映した新たな需要モデルを適用し、系統
の潮流状況に変化が生じることで、ネットワークの増強や費用便益評価にどのような影響を与えるか
シミュレーションを実施することで確認したい。

◼ マスタープランで実施する広域メリットオーダーシミュレーションでは、1時間刻み（年間8760時間）で
計算することで、需給バランスや系統の混雑状況を精緻に模擬しているため、計算断面に合わせた需要
カーブを想定する必要がある。

◼ 将来に向けては不確実性がある中、2050年断面の需要カーブを想定することは困難であるが、国の
現時点においてエネルギー基本計画（案）で示されている需要側対策などを踏まえて、マスタープランで
扱う需要カーブの考え方を整理する必要がある。

目的

課題

※ 今回は、電力需要拡大や需要カーブの設定による需給バランスや系統混雑状況への影響を確認するものであり、
最終シナリオとして増強案を検討するものではないことに留意。
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マスタープラン検討に係る中間整理

３．需要のモデル化の考え方について 【論点】
（２）需要カーブの設定について

①同比率で全時間帯の需要を
増加させる

＜需要カーブの設定＞

◼ 中間整理においては、現行エネルギーミックスの2030年水準9,808億kWhを設定し、需要カーブについ
ては、2019年度実績カーブを長期エネルギー需給見通しの需要に合うように補正。また、電化の進展に
伴う需要の増加は、単純な傾向を把握することを目的として①の方法で感度分析した。

◼ 最終シナリオに向けた需要については、現時点においてエネルギー基本計画（案）で示されている需要
側対策などを前提に需要カーブに変化をもたらす要素として、②蓄電池モデル、および③再エネ余剰時の
需要創出について反映していく。

②蓄電池モデル、③再エネ余剰時の需要創出
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◼ 広域メリットオーダーに基づくシミュレーションへ入力データとして設定する需要カーブとして、①ベース需要
増加、②蓄電池モデル、③再エネ余剰時の需要創出をモデル化したい。

◼ モデル化する各要素の容量等については、国の政策議論などから参照※することとしたい。

３．需要のモデル化の考え方について 【論点】
（３）需要カーブのモデル化について

需要カーブのモデル化イメージ

※国の政策目標等を踏まえた地域偏在や価格弾力性も考慮

具体的なモデル化

ベース需要増加

① ベース需要増加
実績カーブを最終消費電力に補正
（一律の需要増があれば、個別積み上げとし
て、これを除いた部分を実績カーブから補正）

再エネ余剰活用

② 蓄電池モデル（蓄電＋放電）
➢ 貯蔵技術（EV、水素貯蔵等）により、余

剰時に蓄電し、不足時に発電する
➢ 揚水と同様のモデルとして最経済計算
➢ 容量等は、政策議論等から想定

③ 再エネ余剰時の需要創出
➢ 再エネ余剰電力の発生時間帯に需要を創

出する（電化、DR等）
➢ 政策議論等から、エネルギー転換といった再

エネ余剰対策として期待する量を所与とし、
8,760時間に配分

①ベース需要増加

蓄電

放電

③需要創出

②蓄電池モデル

放電

③需要創出 需要カーブ

※将来の技術革新、社会実装等の進展には不確実性が存在するため、一定の割り切りも含めて検討する。
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最
終
消
費
部
門

運輸
部門

•EV普及、充電インフラ導入拡大による電力
需要の増加分
•蓄電池として活用する部分

産業
部門

•熱源の電化シフトによる電力需要の増加分
•足元の電力需要の省エネ効果による減分

民生
部門

•熱源の電化シフトによる電力需要の増加分
•足元の電力需要の省エネ効果による減分

エネルギー転換 •水素転換など

炭素除去技術 •DACやCCS(発電に必要なCCSは除く)
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2019 2030 2040 2050

［
兆

k
W

h
］

最
終
消
費
需
要

エネルギー基本計画
電力需要

省エネに
よる減

使用燃料を電
力に変更するこ
とによる増

◼ 各モデルを構成する需要要素は、エネルギー基本計画、2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長
戦略、基本政策分科会等で示されている2050年に向けた政策を参考とする。

◼ 具体的には、省エネによる最終消費需要の減少を考慮しつつ、 2050年カーボンニュートラル実現に向
けた需要構造に影響の大きい特徴的な要素として、●EV導入●電化シフト（熱需要）●水素等の
新燃料製造のエネルギー転換●炭素除去技術を考慮※したい。

電力需要の構成要素イメージ

３．需要のモデル化の考え方について 【論点】
（４）電力需要の変動要因について

※地域性等を踏まえた需要立地も考慮のうえ検討する。
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(e-fuel)

水素

CO2

CO2回収
CO2
利用

地中貯蔵・鉱物化等

大気からのCO2
直接回収

※

※発電に伴って必要となる電力は
電力需要には織り込まない。
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水素などの燃料
製造と炭素除去
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電 力

化石燃料
(化石燃料由来含む)

水 素

アンモニア

バイオ燃料
アンモニア

産
業
部
門

民
生
部
門

運
輸
部
門

発

電

再エネ

原子力

火力

水素

ｱﾝﾓﾆｱ

合成燃料

新燃料への
エネルギー転換

最終消費部門エネルギー転換

CO2回収に必要な電力

脱
炭
素
に
必
要
な
新
燃
料

燃
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製

造

新
燃
料
製
造
に
伴
う
電
力

輸 入

CO2回収

新
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水素

※

2050年カーボンニュートラル実現に向けたエネルギーの流れ、電力需要の影響

電

力

電力へのエネルギー
転換(電化,EV)

◼ 2050年カーボンニュートラルに向けては、エネルギー全体の構造にも変化があると考えられる。

◼ 脱炭素に必要な新燃料の製造や産業部門の電化シフトといった動きは、電力需要の増加につながる。

◼ マスタープランは、エネルギー全体の構造変化の中から、電力ネットワークに関する部分を見ていく。

利

活

用

（参考）エネルギー全体構造の変化について



20（参考）2030年度のエネルギーミックスについて

◼ 国の審議会において、エネルギー基本計画（案）が提示され、2030年度のエネルギーミックスが示されている。

◼ 2030年度の電力需要は省エネの野心的な深掘りにより8,640億kWh程度と想定されている。

エネルギー基本計画（案）より
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令和3年6月18日 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

（参考）国の議論状況について

◼ 最新のグリーン成長戦略においては、2050年カーボンニュートラルの実現に向けては、電力需要に関係す
るものとして、電化シフト、水素などの脱炭素燃料、炭素除去技術といったものが必要とされている。
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令和3年6月18日 2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略

（参考）国の議論状況について

◼ 最終的に脱炭素が困難な領域については、DACCSといった炭素除去技術の活用が示されている。
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第48回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会

（参考）国の議論状況について

◼ 需要サイドの取り組みとして、徹底した省エネ、供給サイドの変動に合わせたディマンドレスポンス、蓄電池
等の分散型エネルギーリソースの有効活用といったキーワードを参考としたい。



24３．需要のモデル化の考え方について 【論点】
（５）シミュレーションへの反映について

◼ マスタープランにおいて実施する広域メリットオーダーシミュレーションは、系統増強の費用便益評価を行うこ
とを目的としている。

◼ そのため、エネルギーシステム全体としての諸元（電力需要、エネルギー転換、蓄電池容量等）について
は、国の政策議論等を参照して、入力諸元として与えることとしたい。

【出力データ】 8,760h

・連系線、地内送電線潮流
（制約あり／なし）
・各電源の出力
・総発電量、燃料コスト
・再エネ抑制量 等

目的関数 ：起動費を含む総コストが最小
制約（条件）：1. 地内送電線・連系線・変圧器運用容量

2. 発電機最大・最小出力、DSS
3. 調整力確保
4. 揚水池容量制約
5. 経済揚水(週単位)

等

下記を満たすように8,760断面において
広域メリットオーダーシミュレーションを実施

【入力データ】

マスタープラン最終案に向けモデル化
・需要
✓ ①ベース需要、一律の需要増
✓ ③再エネ余剰活用※

※国の政策議論等から参照

・再エネ出力
・電源（種別、出力、制約）
・系統データ（系統構成、
インピーダンス、運用容量）等

一般送配電事業者から受領した系統解
析用データを流用し、系統モデルを構築

第２回 マスタープラン検討委員会 資料１を一部修正

6.マスタープラン最終案に向けモデル化
✓ ②蓄電池モデル※

※シミュレーションに反映する容量は国の政策議論等から参照



25４．まとめと今後の進め方

◼エネルギー基本計画（案）では、2050年カーボンニュートラルを目指す上で、脱炭素化された電力の
安定供給が必要不可欠であり、その実現のための『参考ケース』として、再エネ５～６割などの供給側の対
策、エネルギー転換を踏まえた電力需要の拡大や変動電源の導入に合わせた需要側の対策などに
ついて分析が行われている。

◼本委員会のマスタープランの検討にあたっては、電源構成など様々な前提条件を改めて設定したシミュレー
ションが必要となるが、中間整理ではまだ需要対策が反映できていないことから、現時点でエネルギー基本
計画（案）で示されている需要側対策などを前提に需要モデルの検討を進めたい。

◼今後、マスタープランの最終シナリオの検討に向けて、需要側対策を反映した新たな需要モデルを適用し、
系統の潮流状況に変化が生じることで、ネットワークの増強や費用便益評価にどのような影響を与える
か、シミュレーションを実施することで確認したい。

シナリオ検討の進め方

◼最終シナリオに向けた需要については、現時点においてエネルギー基本計画（案）で示されている需要側
対策などを前提に、ベース需要のほか、②蓄電池モデル、および③再エネ余剰時の需要創出をモデル化
したい。

◼具体的な需要の変動要因としては、国の審議会等の議論状況から●EV導入●電化シフト（熱需要）
●水素等の新燃料製造のエネルギー転換●炭素除去技術を考慮したい。

◼モデル化する各要素の容量等については、国の政策議論などから想定することとしたい。

【論点】需要のモデル化の考え方


